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京都市会基本条例（案）
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前文

京都市は，御所や二条城が所在するなど，政治と文化の中心として栄えてきた地であり，

悠久の歴史と多彩な文化，有形・無形の伝統，多種多様な産業が息づく我が国の財産とい

うべき都市である。また，伝統産業と先端産業とが共存し，多くの学生が学び，多世代が

交流し，世界の人々を魅了する「文化の首都」でもある。殊に，ここ京都のまちは，長年

にわたる京都特有の自治の伝統を引き継ぎながら発展を遂げてきた。

その顕著な例は，番組（学区）である。明治初期には，上京，下京のそれぞれに番組が

置かれ，町衆の寄付等により，番組ごとに小学校が設立された。番組は，地域の社会福祉

をはじめとする地域行政の核となり，当時の小学校区は，現在も「元学区」として，京都

独自の地域住民の自治の単位として機能を果たしている。

また，市域の拡大に伴い，各地域で特有の文化が育まれ，それぞれに自治の機能が発展

し，１１行政区から構成される現在の京都市の姿となった。

このような京都特有の自治の下，京都市会は，市制施行後の明治２２年（１８８９年）

６月１４日に第１回の会議を開き，以後，議決機関としてその役割を果たしてきた。加え

て，この間京都市会は，地方分権時代にふさわしい議会を目指して，市会改革に積極的に

取り組んできた。

ここに，京都市会は，これまでの市会改革の成果を確かなものとし，日本国憲法に定め

る地方自治の本旨の実現を目指すとともに，市民の負託にこたえていくことを決意し，こ

の条例を制定する。
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第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は，二元代表制の下，合議制の機関である京都市会（以下「市会」とい

う。）及び京都市会議員（以下「議員」という。）の役割を明らかにするとともに，議会

及び議員に関する基本的な事項を定めることにより，市民の負託にこたえ，市民福祉の

向上及び市勢の発展に資することを目的とする。

（基本理念）

第２条 市会は，長年にわたる京都特有の自治の伝統を引き継ぐまち・京都において，地

方自治の本旨に基づく京都ならではの地方自治の実現に取り組むものとする。

第２章 市会の位置付けと役割

（市会の位置付けと役割）

第３条 議員及び市長が，共に市民により直接選挙される市民の代表である一方，単独で

権限を行使する市長に対し，市会は，広く公選で集まった多数の議員からなる議決機関

であることに鑑み，市会は，主として次に掲げる役割を果たすものとする。

 ⑴ 民意を把握し，市政に的確に反映すること。 

 ⑵ 市長その他の執行機関（以下「市長等」という。）による市政運営が適正に行われて

いるかを監視すること。

 ⑶ 民意を反映する市会の特色をいかして，執行機関では成し得ない政策立案及び政策

提案を行うこと。

 ⑷ 市長等との議論を通じてより良い政策及び施策の実現に努めること。 

 ⑸ 充実した調査研究を基に，活発な審議及び審査並びに議員間における討議を行い，

意見を集約すること。

 ⑹ 議論を通じて市政の課題に関する論点を明確にすること。 

 ⑺ 条例の制定や改廃などを通して，本市としての団体意思を決定すること。 

 ⑻ 団体意思の決定に至るまでの過程が市民に開かれた，分かりやすい議会運営に努め

ること。

（市会改革）

第４条 市会は，不断に市会改革に取り組むものとする。

第３章 議員の位置付けと役割

（議員の位置付けと役割）

第５条 議員は，市民の代表であるとともに，市会を構成する一員として，議会活動を通

じて市民の負託にこたえることを使命とする。

２ 議員は，議決の重みを深く認識するものとする。

（政治倫理）

第６条 議員は，市民の範となるよう努めるものとする。
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２ 前項に定めるもののほか，議員の政治倫理に関する基本となる事項は，京都市会議員

政治倫理条例の定めるところによる。

（会派）

第７条 議員は，政策を中心とした同一の理念を有する議員の集団として，二人以上で会

派を結成することができる。

２ 会派は，次に掲げる役割を果たすものとする。

 ⑴ 議員の活動を支援すること。 

 ⑵ 政策の立案及び提言並びに議案等の審議及び審査のために調査研究を行うこと。 

 ⑶ 会派間で相互に協議及び調整を行い，円滑かつ効果的な市会運営を図ること。 

第４章 市民と市会との関係

（市民との関係の構築）

第８条 市会は，「市民の代表としての京都市会」，「市民と共に行動する京都市会」として，

市民との関係を構築するものとする。

（市民との情報共有及び市民の市政への参画の機会の充実）

第９条 市会は，市政を担う一翼として，主権者である市民が主体となり，市民自らの意

思と責任において行われる住民自治の発展に向けて，より一層市民と情報を共有すると

ともに，市民の市政への参画の機会を充実させるものとする。

（請願及び陳情の取扱い）

第１０条 市会は，請願及び陳情について，適切な処理及び審査を行うものとする。

２ 市会は，請願の審査に際して，その紹介議員から，趣旨の説明を聴く機会を積極的に

設けるものとする。

（公聴会及び参考人の制度の活用）

第１１条 市会は，公聴会及び参考人の制度について，各制度の趣旨を踏まえて，積極的

な活用を図るものとする。

（会議等の公開の推進）

第１２条 市会は，市民に開かれた議会運営に資するため，会議等（本会議，委員会及び

議案の審査又は議会の運営に関し協議又は調整を行うための場をいう。以下同じ。）を原

則として公開するものとする。

２ 市会は，会議等で用いた資料について，一層の公開に努めるものとする。

３ 市会は，会議等の日程，議題等を事前に市民に周知するものとする。

（会議等の公開の方法）

第１３条 市会は，会議等について，傍聴，インターネットの利用その他の方法により公

開に努めるものとする。

２ 市会は，委員会について，政策の意思決定に至る審査の場を広く市民に公開するため，

インターネットによる中継を推進するものとする。

３ 市会は，直接傍聴など，市民が傍聴しやすい環境の整備に努めるものとする。
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（広報の充実）

第１４条 市会は，市民が議会活動に関する正確で分かりやすい情報を得ることができる

よう，広報紙，ウェブサイト等を充実させるものとする。

２ 市会は，総合的な情報の公開を推進するため，多様な広報媒体を活用した情報の提供

に努めるものとする。

（広聴の充実）

第１５条 市会は，市民の意見を審議及び審査に反映させるため，広聴の充実に努めるも

のとする。

第５章 市会と市長等との関係

（市長との関係）

第１６条 市会は，二元代表制の下，市長と相互に対等な立場で適切な緊張関係を保ちな

がら，市政を運営するものとする。

（監視機能の充実及び強化）

第１７条 市会は，市長等に対する監視機能を充実し，強化するものとする。

（市会の議決に付すべき事件等）

第１８条 地方自治法第９６条第２項の規定に基づき市会の議決に付すべき事件は，次の

とおりとする。

⑴ 基本計画（地方自治法の一部を改正する法律（平成２３年法律第３５号）による改

正前の地方自治法第２条第４項の規定に基づき定めた基本構想を実現するための基本

的な計画で，市政全般にわたり総合的かつ体系的に定めるものをいう。以下同じ。）の

策定，変更又は廃止

⑵ 姉妹都市盟約の締結 

２ 市長は，毎年度，前項第１号に規定する基本計画の実施状況を市会に報告しなければ

ならない。

３ 市会は，社会経済情勢等の変化を踏まえ，第１項第１号に規定する基本計画の策定，

変更又は廃止をする必要があると認めるときは，市長に対し，意見を述べることができ

る。

第６章 議会運営の原則等

（会期）

第１９条 市会は，議会活動の公正性及び透明性の確保並びに議員間又は市長等と議員と

の間の活発な討議の実施の観点から，必要な審議日数を確保するものとする。

（委員会）

第２０条 委員会の委員長及び副委員長は，公平，公正かつ円滑な委員会の活動及び運営

に努めるものとする。

２ 委員は，委員長の議事整理権の下，委員間における討議を充実させるよう努めるもの
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とする。

３ 委員は，委員間における討議を通じて，市政の課題に関する論点を明確にするものと

する。

４ 委員会は，市政の課題に関し研究が必要であると認める事項がある場合は，その内容

について研究及び議論をし，市長等に対して積極的に政策提案を行うものとする。

（会議等における質疑又は質問）

第２１条 議員は，会議等において質疑又は質問を行うに当たっては，当該質疑又は質問

の論点を明確にするものとする。

２ 市長等（補助職員を含む。）は，会議等における質疑又は質問の論点を明確にするため，

議員に対し，当該質疑又は質問の趣旨を確認することができる。

３ 議員は，本会議において質疑又は質問を行うに当たっては，一括質問一括答弁方式又

は分割方式を選択することができる。

第７章 市会の権能強化

（専門的な知見の活用）

第２２条 市会は，議案の審査等において，学識経験を有する者等の専門的な知見を積極

的に活用するものとする。

（調査機関等の設置）

第２３条 市会は，議会活動に関し必要があると認めるときは，学識経験を有する者等で

構成する調査機関その他の機関を設置することができる。

（政策研究会の設置）

第２４条 市会は，調査研究及び政策形成の機能を積極的に発揮するため，必要があると

認めるときは，各会派の代表による政策研究会を設置することができる。

（他の地方公共団体の議会との連携）

第２５条 市会は，他の地方公共団体の議会と積極的に連携するものとする。

（政務活動費）

第２６条 会派及び議員は，政務活動費を活用して調査研究活動を行い，議会活動の充実

及び強化に努めるものとする。

２ 前項に定めるもののほか，政務活動費の交付等に関し必要な事項は，京都市政務活動

費の交付等に関する条例の定めるところによる。

（事務局）

第２７条 市会は，議員の活動を補佐し，議会活動を円滑かつ効率的に行うため，事務局

の調査及び法制に関する機能の充実を図るものとする。

（市会図書室）

第２８条 市会は，議員の調査研究に資するため，市会図書室を適正に管理運営するとと

もに，その機能の充実を図るものとする。
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第８章 議員の定数及び議員報酬等

（議員の定数）

第２９条 議員の定数に関し必要な事項は，京都市会議員の定数及び各選挙区において選

挙すべき市会議員の数に関する条例の定めるところによる。

（議員報酬等）

第３０条 議員報酬及び期末手当並びに議員が職務のため出張する場合の費用弁償の支給

に関し必要な事項は，京都市会議員の議員報酬，費用弁償及び期末手当の支給に関する

条例の定めるところによる。

第９章 補則

（他の条例等との関係）

第３１条 市会に関する他の条例，規則等を制定し，又は改廃する場合においては，この

条例の趣旨を尊重し，この条例に定める事項との整合を図るものとする。

（条例の検討）

第３２条 市会は，条例の施行後，条例の目的が達成されているかどうかについて検証し，

その検証結果を勘案して，必要があると認めるときは，この条例の改正を含めて適切な

措置を講じるものとする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，平成２６年４月１日から施行する。

（関係条例の廃止）

２ 京都市会の議決に付すべき事件等に関する条例は，廃止する。


